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２０２３年３月 

 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 

原子力事業者防災業務計画 

（修正案） 

 

 

 

 

 
 

２０２４年３月 

 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 

－ 
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頁 現行 修正 理由 

 

－ 

 

改  定  来  歴 

２５ 

2023 年 3 月 24 日 

（原管発官 R4 第 268 号）※1 

（原管発官 R4 第 269 号）※2 

原子力災害対策特別措置

法関係省令に併せた改定，

SPDS 伝送パラメータ項目

の追加による改定、オンサ

イト医療活動に係る改定 

※1 内閣総理大

臣へ提出 

※2 原子力規制

委員会へ提出 

 

 

 

 

改  定  来  歴 

２５ 

2023 年 3 月 24 日 

（原管発官 R4 第 268 号）※1 

（原管発官 R4 第 269 号）※2 

原子力災害対策特別措置

法関係省令に併せた改定，

SPDS 伝送パラメータ項目

の追加による改定、オンサ

イト医療活動に係る改定 

※1 内閣総理大

臣へ提出 

※2 原子力規制

委員会へ提出 

２６ 

2024 年 3 月 日 

（原管発官 R5 第 号）※1 

（原管発官 R5 第 号）※2 

 

※1 内閣総理大

臣へ提出 

※2 原子力規制

委員会へ提出 

 

 
－ 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅰ－11 第２章 原子力災害予防対策の実施 

第１節 防災体制 

４．原子力緊急事態支援組織の整備 

 

（１）社長は，原子力事業者間の協力によって，遠隔操作が可能な装

置等の操作が円滑に実施できるよう，次に掲げる事項についてあ

らかじめ別表２－８に示す原子力緊急事態支援組織と調整してお

く。 

ａ．原子力緊急事態支援組織が配備する装置及び資機材等 

ｂ．原子力緊急事態支援組織が配備する装置及び資機材等の保守

要領，点検記録の保管 

ｃ．原子力緊急事態支援組織が配備する装置及び資機材等の保管

方法，保管場所 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

第１節 防災体制 

４．原子力緊急事態支援組織の整備 

 

（１）社長は，原子力事業者間の協力によって，遠隔操作が可能な装

置等の操作が円滑に実施できるよう，次に掲げる事項についてあ

らかじめ別表２－８－１に示す原子力緊急事態支援組織と調整し

ておく。 

ａ．原子力緊急事態支援組織が配備する装置及び資機材等 

ｂ．原子力緊急事態支援組織が配備する装置及び資機材等の保守

要領，点検記録の保管 

ｃ．原子力緊急事態支援組織が配備する装置及び資機材等の保管

方法，保管場所 

 
別表追加に
よる別表枝
番号追加 

 

Ⅰ－24 
第２章 原子力災害予防対策の実施 

 第８節 関係機関との連携 

３．地元防災関係機関等との連携 

 

地元防災関係機関等（柏崎市消防本部，柏崎警察署，新潟海上保安部

及びその他関係機関）と平常時から協調し，防災情報の収集及び提供等

の相互連携を図る。 

また，発電所内で医療活動が必要な事態が発生した場合に備え，平

常時から公益財団法人原子力安全研究協会を含む医療関係団体との原

子力災害医療情報の収集・提供等，相互連携を図る。 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

第８節 関係機関との連携 

３．地元防災関係機関等との連携 

 

地元防災関係機関等（柏崎市消防本部，柏崎警察署，新潟海上保安部

及びその他関係機関）と平常時から協調し，防災情報の収集及び提供等

の相互連携を図る。 

また，発電所内で医療活動が必要な事態が発生した場合に備え，平常

時から別表２－５－３に示す資機材を使用可能な状態に整備するととも

に，別表２－８－２に定める公益財団法人原子力安全研究協会を含む医

療関係団体との原子力災害医療情報の収集・提供等，相互連携を図る。 

 
原子力災害
医療体制
（オンサイ
ト医療）の
充実に係る
追加 
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅰ－24 
第２章 原子力災害予防対策の実施 

 第９節 発電所周辺の方々を対象とした平常時の広報活動 

 

原子力防災管理者及び社長は，平常時より発電所周辺の方々を対

象に国，地方公共団体と協調して次に掲げる事項についての理解活

動に努めるものとする。 

１．放射性物質及び放射線の特性 

２．原子力事業所の概要 

３．原子力災害とその特殊性 

４．原子力災害発生時における防災対策の内容 

 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

 第９節 発電所周辺の方々を対象とした平常時の広報活動 

 

原子力防災管理者及び社長は，平常時より発電所周辺の方々を対

象に国，地方公共団体と協調して次に掲げる事項についての理解活

動に努めるものとする。 

１．放射性物質及び放射線の特性 

２．原子力事業所の概要 

３．原子力災害とその特殊性 

４．原子力災害発生時における防災対策の内容 

５．施設の状況に応じた緊急事態の考え方 

 

記載の明確化 

 

Ⅰ-28 
第４章 緊急事態応急対策等の実施 

第１節 通報及び連絡 

２．緊急時態勢発令時の対応 

 

（２）原子力防災管理者は，緊急時態勢を発令した場合，直ちに本社

原子力運営管理部長に連絡する。また，発電所内の事象発生の

場合，本社原子力運営管理部長は，別表２－９に示すＳＰＤＳ

のデータが国に伝送されていることを確認する。なお，伝送さ

れていない場合は，必要な項目について代替手段によりデータ

を送付する。 

第４章 緊急事態応急対策等の実施 

第１節 通報及び連絡 

２．緊急時態勢発令時の対応 

 

（２）原子力防災管理者は，緊急時態勢を発令した場合，直ちに本社

原子力運営管理部長に連絡する。また，発電所内の事象発生の

場合，本社原子力運営管理部長は，別表２－９に示すＳＰＤＳ

のデータが国の運用する緊急時対策支援システム（以下「ＥＲ

ＳＳ」という。）に伝送されていることを確認する。なお，伝

送されていない場合は，必要な項目について代替手段によりデ

ータを送付する。また，伝送に係る国・通信事業者との責任区

分および伝送不具合時の対応については，あらかじめ定めると

ころによる。 

 

ＳＰＤＳから

ＥＲＳＳへの

伝送について

明確化 

 

ＥＲＳＳ伝送

不具合時の対

応を追記 
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅰ－42 
第６章 その他 

第２節 附則 

 

本計画は，２０２３年３月２４日より適用する。 

第６章 その他 

第２節 附則 

 

本計画は，２０２４年３月＿日より適用する。 

 

－ 

（施行日の

記載のみ） 

 



別冊－1 

 

頁 現行 修正 理由 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 

原子力事業者防災業務計画別冊 

 

 

 

２０２３年３月 

 

 

東京電力ホールディングス株式会社 
 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 

原子力事業者防災業務計画別冊 

 

 

 

２０２４年３月 

 

 

東京電力ホールディングス株式会社 
 

－ 



別冊－2 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－ⅰ 

～ 
Ⅱ－ⅱ 

Ⅱ 図表集 

別図 2－1 原子力警戒組織及び原子力防災組織の業務分掌 

別図 2－2 本社原子力警戒組織及び本社原子力防災組織の業務分掌 

別図 2－3 原子力災害対策指針に基づく警戒事態該当事象発生時の連絡経路 

別図 2－4 原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項に基づく通報経路 

別図 2－5 原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項の通報後の連絡経路 

別図 2－6 原子力警戒態勢発令後の社内の伝達経路 

別図 2－7 緊急時態勢発令後の社内の伝達経路 

別図 2－8 発電所における原子力警戒態勢発令及び緊急時態勢発令と発電所所属の

原子力防災要員等の非常召集連絡経路 

別図 2－9 本社における原子力警戒態勢発令及び緊急時態勢発令と本社原子力防災

要員の非常召集連絡経路 

別図 2－10 発電所敷地周辺の放射線測定設備等 

別図 2－11 その他の原子力防災資機材の保管場所 

別図 2－12 発電所敷地内の緊急時対策所及び応急処置施設 

別図 2－13 発電所敷地内の退避場所と集合場所 

別図 2－14 原子力事業所及び原子力事業所災害対策支援拠点の位置 

別図 3    公表内容の伝達経路 

別表 2－1 原子力災害対策指針に基づく警戒事態を判断する基準 

別表 2－2 原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項に基づく通報基準 

別表 2－3 原子力災害対策特別措置法第 15 条第 1項の原子力緊急事態宣言発令の 

基準 

別表 2－4－1 原子力防災要員の職務と配置 

別表 2－4－2 副原子力防災管理者及び原子力防災管理者の代行順位 

別表 2－5－1 原子力防災資機材 

別表 2－5－2 その他の原子力防災資機材 

 

別表 2－6 原子力災害対策活動で使用する資料 

別表 2－7 原子力災害対策活動で使用する施設 

別表 2－8 電力間協定に基づく原子力緊急事態支援組織 

 

別表2－9 ＳＰＤＳ伝送項目一覧 

別表3－1 原子力災害対策活動等に従事する者の安定ヨウ素剤服用基準 

別表3－2 緊急事態応急対策における原子力防災要員及び本社原子力防災要員の派

遣，原子力防災資機材等の貸与 

別表4   原子力災害事後対策における原子力防災要員及び本社原子力防災要員の

派遣，原子力防災資機材の貸与 

別表5   他の原子力事業者で発生した原子力災害時における協力要員派遣準備人

数・資機材貸与準備数 

別表 6   原子力防災組織の業務の一部を委託するもの 

Ⅱ 図表集 

別図 2－1 原子力警戒組織及び原子力防災組織の業務分掌 

別図 2－2 本社原子力警戒組織及び本社原子力防災組織の業務分掌 

別図 2－3 原子力災害対策指針に基づく警戒事態該当事象発生時の連絡経路 

別図 2－4 原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項に基づく通報経路 

別図 2－5 原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項の通報後の連絡経路 

別図 2－6 原子力警戒態勢発令後の社内の伝達経路 

別図 2－7 緊急時態勢発令後の社内の伝達経路 

別図 2－8 発電所における原子力警戒態勢発令及び緊急時態勢発令と発電所所属の

原子力防災要員等の非常召集連絡経路 

別図 2－9 本社における原子力警戒態勢発令及び緊急時態勢発令と本社原子力防災

要員の非常召集連絡経路 

別図 2－10 発電所敷地周辺の放射線測定設備等 

別図 2－11 その他の原子力防災資機材の保管場所 

別図 2－12 発電所敷地内の緊急時対策所及び応急処置施設 

別図 2－13 発電所敷地内の退避場所と集合場所 

別図 2－14 原子力事業所及び原子力事業所災害対策支援拠点の位置 

別図 3    公表内容の伝達経路 

別表 2－1 原子力災害対策指針に基づく警戒事態を判断する基準 

別表 2－2 原子力災害対策特別措置法第 10 条第 1項に基づく通報基準 

別表 2－3 原子力災害対策特別措置法第 15 条第 1項の原子力緊急事態宣言発令の 

基準 

別表 2－4－1 原子力防災要員の職務と配置 

別表 2－4－2 副原子力防災管理者及び原子力防災管理者の代行順位 

別表 2－5－1 原子力防災資機材 

別表 2－5－2 その他の原子力防災資機材 

別表 2－5－3 医療関連資機材 

別表 2－6 原子力災害対策活動で使用する資料 

別表 2－7 原子力災害対策活動で使用する施設 

別表2－8－1 電力間協定に基づく原子力緊急事態支援組織 

別表2－8－2 原子力安全研究協会 

別表2－9 ＥＲＳＳ伝送項目一覧 

別表3－1 原子力災害対策活動等に従事する者の安定ヨウ素剤服用基準 

別表3－2 緊急事態応急対策における原子力防災要員及び本社原子力防災要員の派

遣，原子力防災資機材等の貸与 

別表4   原子力災害事後対策における原子力防災要員及び本社原子力防災要員の

派遣，原子力防災資機材の貸与 

別表5   他の原子力事業者で発生した原子力災害時における協力要員派遣準備人

数・資機材貸与準備数 

別表6   原子力防災組織の業務の一部を委託するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療関連

資機材の

新規追加 

 

オンサイ

ト医療に

係る業務

範囲の追

加 

 

記載の適

正化 



別冊－3 

 

 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－5 
  読替の反

映（国土

交通省組

織改編に

伴う変

更） 



別冊－4 

 

 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－7 
  読替の反

映（国土

交通省組

織改編に

伴う変

更） 



別冊－5 

 

 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－14 
  電源機能

等喪失時

の対応資

機材保管

場所の追

記 



別冊－6 

 

 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－17 
  本社機能

の新潟移

転に伴う

原子力災

害対策支

援拠点の

変更 



別冊－7 

 

 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－21 ＥＡＬ番号 AL25 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 非常用交流高圧母線喪失又は喪失のおそれ 

ＥＡＬ  非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供給

する電源が一となる状態が 15 分間以上継続すること，全ての非常用交流母線か

らの電気の供給が停止すること，又は外部電源喪失が 3時間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用交流母線」とは，1～5号機においては， 非常用交流高圧母線 C系，

D系及び H系を，6号及び 7号機においては，非常用交流高圧母線 C系，D系

及び E系をいう。 

(3)非常用交流高圧母線への電気の供給がなされていれば低圧母線への電気の

供給が見込めるため，「非常用交流母線」は，非常用交流高圧母線とする。 

(4)「非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供

給する電源が一となる状態」とは，使用可能な非常用交流母線が 1 系統とな

った場合において，当該母線への供給電源が外部電源，非常用ディーゼル発

電機，常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機※3に限る）のどれか 1つ

になった場合をいう。 

計画的にこうした状態にする場合を除く。 

(5)「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての非常用交流

母線が外部電源及び非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗し，かつ，常

設代替電源設備から受電ができていない場合をいい，これを起点として SE25

及び GE25 のカウントアップを開始する。 

(6)「外部電源」とは，電力系統及び主発電機（当該原子炉の主発電機を除く）

からの電力を非常用交流高圧母線へ供給する設備をいう。 

規制庁解説  非常用交流母線からの電気の供給が停止するという深刻な状態又はそのおそ

れがある状態であることから，警戒事態の判断基準とする。また，外部電源が

喪失している状況が継続する場合についても，交流電源の喪失に至る可能性が

あることから，警戒事態の判断基準とする。 

 「非常用交流母線」とは，重大事故等の防止に必要な電気を供給する交流母

線のことをいう。 

「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての非常用交流

母線が外部電源及び非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗し，かつ，常設

代替電源設備から受電ができていないことをいう。なお，常用交流母線からの

み電気が供給される場合も本事象に該当する。 

 

ＥＡＬ番号 AL25 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 非常用交流高圧母線喪失又は喪失のおそれ 

ＥＡＬ  非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供給

する電源が一となる状態が 15 分間以上継続すること，全ての非常用交流母線か

らの電気の供給が停止すること，又は外部電源喪失が 3時間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用交流母線」とは，1～5号機においては， 非常用交流高圧母線 C系，

D系及び H系を，6号及び 7号機においては，非常用交流高圧母線 C系，D系

及び E系をいう。 

(3)非常用交流高圧母線への電気の供給がなされていれば低圧母線への電気の

供給が見込めるため，「非常用交流母線」は，非常用交流高圧母線とする。 

(4)「非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供

給する電源が一となる状態」とは，使用可能な非常用交流母線が 1 系統とな

った場合において，当該母線への供給電源が外部電源，非常用ディーゼル発

電機，常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機※3に限る）のどれか 1つ

になった場合をいう。 

計画的にこうした状態にする場合を除く。 

(5)「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての非常用交流

母線が外部電源及び非常用ディーゼル発電機からの受電に失敗し，かつ，常

設代替電源設備から受電ができていない場合をいい，これを起点として SE25

及び GE25 のカウントアップを開始する。 

(6)「外部電源」とは，電力系統及び主発電機（当該原子炉の主発電機を除く）

からの電力を非常用交流高圧母線へ供給する設備をいう。 

規制庁解説  非常用交流母線からの電気の供給が停止するという深刻な状態又はそのおそ

れがある状態であることから，警戒事態の判断基準とする。また，外部電源が

喪失している状況が継続する場合についても，交流電源の喪失に至る可能性が

あることから，警戒事態の判断基準とする。 

 「非常用交流母線」とは，重大事故等の防止に必要な電気を供給する交流母

線のことをいう。 

「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての非常用交流

母線が外部電源，非常用ディーゼル発電機及び重大事故等の防止に必要な電力

の供給を行うための常設代替電源設備（特定重大事故等対処施設に属するもの

を含む。）のいずれの電源からも受電ができていないことをいい，常用交流母線

からのみ電気が供給される場合も本事象に該当する。 

 

原子力災

害対策指

針等の改

定（特重

施設等を
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に追加）
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－35 ＥＡＬ番号 SE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 直流電源の部分喪失 

ＥＡＬ  非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に
電気を供給する電源が一となる状態が 5 分間以上継続するこ
と。 

事業者解釈 【1～5号機】 

(1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A 及び B をいう。 

(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電気

を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母線 A が使用

不能となった場合に，125V DC 母線 B に電気を供給する電源が，蓄電

池 B，充電器 B，予備充電器のうちの 1つだけになった場合をいう。 

【6号及び 7号機】 

(1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A，B 及び C をいう。 

(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電気

を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母線 A 及び

C が使用不能となった場合に，125V DC 母線 B に電気を供給する電

源が，蓄電池 B，充電器 B，予備充電器のうちの 1つだけになった場

合をいう。 

規制庁解説 使用可能な非常用直流母線が残り 1 系統及び直流電源が残り 1 つと

なった場合は，非常用直流母線からの電気の供給が停止するおそれが

あることから，施設敷地緊急事態の判断基準とする。  

 

「当該直流母線に電気を供給する電源」とは，必要な電力を確保で

きる原子力事業所内の全ての直流電源設備をいう。 

 

ＥＡＬ番号 SE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 直流電源の部分喪失 

ＥＡＬ  非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に
電気を供給する電源が一となる状態が 5 分間以上継続するこ
と。 

事業者解釈 【1～5号機】 

(1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A 及び B をいう。 

(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電気

を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母線 A が使用

不能となった場合に，125V DC 母線 B に電気を供給する電源が，蓄電

池 B，充電器 B，予備充電器のうちの 1つだけになった場合をいう。 

【6号及び 7号機】 

(1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A，B 及び C をいう。 

(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電気

を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母線 A 及び

C が使用不能となった場合に，125V DC 母線 B に電気を供給する電

源が，蓄電池 B，充電器 B，予備充電器のうちの 1つだけになった場

合をいう。 

規制庁解説 使用可能な非常用直流母線が残り 1 系統及び直流電源（重大事故等

に対処するための負荷へ直接電力を供給するものを含む。）が残り 1つ

となった場合は，非常用直流母線からの電気の供給が停止するおそれ

があることから，施設敷地緊急事態の判断基準とする。  

「当該直流母線に電気を供給する電源」とは，必要な電力を確保で

きる原子力事業所内の全ての直流電源設備をいう。 

 

原子力災

害対策指

針等の改

定（特重

施設等を

判断基準
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に伴う EAL
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－37 ＥＡＬ番号 SE43 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用 

ＥＡＬ  原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生していない

場合において，炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃が

し装置を使用すること。 

事業者解釈 (1)原子炉の状態のうち，「運転」，「起動」及び「高温停止」において適

用する。 

(2)「炉心の損傷が発生していない場合」とは，格納容器放射線モニタ

が基準値以下にある場合をいう。 

(3)格納容器放射線モニタの基準値は，被覆管損傷 0.1%（追加放出相

当）とする。 

規制庁解説 原子炉格納容器の圧力を低下させることにより，炉心の損傷を防止

することに成功することが想定されるが，原子炉格納容器圧力逃がし

装置を使用するという事象の重大性に鑑み，施設敷地緊急事態の判断

基準とする。 

 

ＥＡＬ番号 SE43 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用 

ＥＡＬ  原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生していない

場合において，炉心の損傷を防止するために原子炉格納容器圧力逃が

し装置を使用すること。 

事業者解釈 (1)原子炉の状態のうち，「運転」，「起動」及び「高温停止」において適

用する。 

(2)「炉心の損傷が発生していない場合」とは，格納容器放射線モニタ

が基準値以下にある場合をいう。 

(3)格納容器放射線モニタの基準値は，被覆管損傷 0.1%（追加放出相

当）とする。 

(4)「原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用すること」とは耐圧強化ベ

ントを使用した場合も該当する。 

規制庁解説 原子炉格納容器の圧力を低下させることにより，炉心の損傷を防止

することに成功することが想定されるが，原子炉格納容器圧力逃がし

装置（同等の機能を有する設備を含む。）を使用するという事象の重大

性に鑑み，施設敷地緊急事態の判断基準とする。 

 

原子力災

害対策指

針等の改

定（特重
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判断基準
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－49 ＥＡＬ番号 GE22 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉注水機能の喪失 

ＥＡＬ  原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合に

おいて，全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにできないこ

と。 
事業者解釈 (1)「原子炉の運転中」とは，原子炉の状態のうち，「運転」，「起動」及

び「高温停止」をいう。 

(2)「当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合」とは，常用の給

水系が使用できない場合をいう。 

(3)「全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにできない」とは，

設計基準事故対処設備及び同設備に求められる能力と同程度の能力

（吐出圧力及び容量）並びに即応性を有する設備として，非常用炉

心冷却系，高圧代替注水系※3 により原子炉へ注水されていることを

確認できない状態（例：ポンプが自動又は手動により起動できない

こと。注入弁が開弁できないこと。）をいう。 

また，高圧の非常用炉心冷却装置等が使用できず，かつ原子炉の減

圧ができない場合においても，本事象に該当するものとする。 

規制庁解説 原子炉への注水が行われず原子炉が冷却されないことにより，炉心

の損傷に至る可能性が高いことから，全面緊急事態の判断基準とする。 

なお，1 系統以上のＤＢ設備又はＳＡ設備により原子炉への注水が

なされる場合には，炉心の冷却が可能であることから，全面緊急事態

には該当しないこととなる。 

「原子炉への全ての給水機能が喪失」とは，常用の給復水系に係る

設備により注水できないことをいう。 

 

ＥＡＬ番号 GE22 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉注水機能の喪失 

ＥＡＬ  原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合に

おいて，全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにできないこ

と。 
事業者解釈 (1)「原子炉の運転中」とは，原子炉の状態のうち，「運転」，「起動」及

び「高温停止」をいう。 

(2)「当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合」とは，常用の給

水系が使用できない場合をいう。 

(3)「全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにできない」とは，

設計基準事故対処設備及び同設備に求められる能力と同程度の能力

（吐出圧力及び容量）並びに即応性を有する設備として，非常用炉

心冷却系，高圧代替注水系※3 により原子炉へ注水されていることを

確認できない状態（例：ポンプが自動又は手動により起動できない

こと。注入弁が開弁できないこと。）をいう。 

また，高圧の非常用炉心冷却装置等が使用できず，かつ原子炉の減

圧ができない場合においても，本事象に該当するものとする。 

規制庁解説 原子炉への注水が行われず原子炉が冷却されないことにより，炉心

の損傷に至る可能性が高いことから，全面緊急事態の判断基準とする。 

なお，1系統以上のＤＢ設備，ＳＡ設備又は特定重大事故等対処施設

により原子炉への注水がなされる場合には，炉心の冷却が可能である

ことから，全面緊急事態には該当しないこととなる。  

「原子炉への全ての給水機能が喪失」とは，常用の給復水系に係る

設備により注水できないことをいう。 

 

原子力災
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－50 ＥＡＬ番号 GE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 全直流電源の 5分間以上喪失 

ＥＡＬ  全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し，かつ，その状態

が 5分間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止」とは，1～5号機

の場合 125V DC 母線 A 及び B，6 号及び 7 号機の場合 125V DC 母線

A，B及び Cが使用不能となった場合をいう。 

規制庁解説 原子炉施設の監視・制御機能が著しく低下すること及び炉心冷却機

能喪失発生時のＥＣＣＳその他の設備の起動ができなくなることか

ら，全面緊急事態の判断基準とする。 

「全ての非常用直流母線からの電気」とは，必要な電力を確保でき

る原子力事業所内の全ての直流電源設備からの電気をいう。 

 

ＥＡＬ番号 GE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 全直流電源の 5分間以上喪失 

ＥＡＬ  全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し，かつ，その状態

が 5分間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止」とは，1～5号機

の場合 125V DC 母線 A 及び B，6 号及び 7 号機の場合 125V DC 母線

A，B及び Cが使用不能となった場合をいう。 

規制庁解説 原子炉施設の監視・制御機能が著しく低下すること及び炉心冷却機

能喪失発生時のＥＣＣＳその他の設備の起動ができなくなることか

ら，全面緊急事態の判断基準とする。 

「全ての非常用直流母線からの電気」とは，必要な電力を確保でき

る原子力事業所内の全ての直流電源設備（重大事故等に対処するため

の負荷へ直接電力を供給するものを含む。）からの電気をいう。 

 

原子力災
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頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－53 ＥＡＬ番号 GE51 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失 

ＥＡＬ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくなることにより原

子炉を停止する機能及び冷温停止状態を維持する機能が喪失すること，又は原

子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合において，原子炉制御室

に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示

する警報装置の全ての機能が喪失すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくなる」とは，次

の状態をいう。 

  ①原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生していない場合 

   中央制御室及び中央制御室外操作盤室の放射線レベルや室温の上昇等に

より，当該場所からの退避が必要となった場合をいう。 

  ②原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場合 

   中央制御室の放射線レベルや室温の上昇等により，当該場所からの退避

が必要となった場合をいう。 

(3)「原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合」とは，原子炉出

力に影響のある過渡事象が進行中である場合若しくは，使用済燃料貯蔵プー

ルの水位低下が確認された場合をいう。 

(4)「原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原子炉

施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が喪失すること」とは，制御盤

の表示灯，警報，指示計，記録計が消失するなどにより全ての安全設備の運

転・監視ができなくなった状態をいう。 

規制庁解説  火災等により原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくなる

ことによって，原子炉の安全な状態を確保できなくなることから，全面緊急事

態の判断基準とする。 

 

原子炉又は使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に，原子炉制御室からこ

れらを監視する機能の全てが喪失することによって，原子炉施設の安全な状態

を確保できなくなることから併せて全面緊急事態の判断基準とする。 

 

ＥＡＬ番号 GE51 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失 

ＥＡＬ  原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室若しくは緊急時

制御室が使用できなくなること，又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合に原子炉施設の状態を表示する全ての装置若しくは原子炉施設

の異常を表示する全ての警報装置（いずれも原子炉制御室及び緊急時制御室に

設置されたものに限る。）が使用できなくなること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室若しくは緊急

時制御室が使用できなくなる」とは，次の状態をいう。 

  ①原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生していない場合 

   中央制御室及び中央制御室外操作盤室の放射線レベルや室温の上昇等に

より，当該場所からの退避が必要となった場合をいう。 

  ②原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場合 

   中央制御室の放射線レベルや室温の上昇等により，当該場所からの退避

が必要となった場合をいう。 

(3)「原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合」とは，原子炉出

力に影響のある過渡事象が進行中である場合若しくは，使用済燃料貯蔵プー

ルの水位低下が確認された場合をいう。 

(4)「原子炉施設の状態を表示する全ての装置若しくは原子炉施設の異常を表示

する全ての警報装置（いずれも原子炉制御室及び緊急時制御室に設置された

ものに限る。）が使用できなくなること」とは，制御盤の表示灯，警報，指示

計，記録計が消失するなどにより全ての安全設備の運転・監視ができなくな

った状態をいう。 

規制庁解説 火災等により原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室又は

緊急時制御室が使用できなくなることによって，原子炉を停止した後に冷温停

止状態を維持することができなくなり，原子炉の安全な状態を確保できなくな

ることから，全面緊急事態の判断基準とする。 

原子炉又は使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に，原子炉制御室及び緊

急時制御室からこれらを監視する機能の全てが喪失することによって，原子炉

施設の安全な状態を確保できなくなることから併せて全面緊急事態の判断基準

とする。 

 

原子力災

害対策指

針等の改

定（特重

施設等を

判断基準

に追加）

に伴う EAL

見直し 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-59   可搬型ポ

ンプ等の

必要台数

及び予備

台数の明

確化 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-60 （表追加） 

 

 可搬型ポ

ンプ等の

必要台数

及び予備

台数の明

確化 

Ⅱ-60   本社機能

の新潟移

転に伴う

原子力事

業所災害

対策支援

拠点の変

更 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-62 （表追加による新規ページ追加） 

 

 オンサイ

ト医療の

充実に係

る追加 

Ⅱ-66   本社機能

の新潟移

転に伴う

原子力事

業所災害

対策支援

拠点の変

更 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-68   別表追加

による別

表枝番号

追加 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-70 （別表追加による新規ページ追加） 

 

 オンサイ

ト医療の

充実に係

る追加 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-71   記載の適

正化 

Ⅱ-88   記載の適

正化 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-95   読替の反

映（株式

会社ネク

セライズ

の本社移

転に伴う

変更） 



別冊－20 

 

 

頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-7   地震起因

の通報連

絡様式の

変更 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-8   地震起因

の通報連

絡様式の

変更 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-9   地震起因

の通報連

絡様式の

変更 
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頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-11   地震起因

の通報連

絡様式の

変更 


